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気候変動の影響等により、近年、集中豪雨や台風による災害が全国各地で発生して

いる。 

このような状況を踏まえ、人命被害や生活再建が容易でない壊滅的な被害を軽減す

る防災・減災対策を厳選して重点的に実施し、安全・安心が確保された社会を早急に

構築する。 

 

○床上浸水被害、土石流被害等の軽減対策を緊急的に実施 
平成１８年７月豪雨においても、記録的な豪雨により家屋浸水 8,000 戸以上（う

ち床上浸水戸数 3,000 戸以上）、土砂災害 600 箇所以上が発生し、死者・行方不明

者が３０名にのぼるなど被害は甚大。このような床上浸水被害、土石流被害等は人命

や生活に深刻なダメージを与えることから、再度災害防止対策、緊急軽減対策等に徹

底して重点化。 

 
【床上浸水を緊急に解消すべき戸数 約９万戸（H14）→約６万戸（H19）】 

【土砂災害から保全される戸数 約120万戸（H14）⇒約140万戸（H19）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

（１）人命や生活に深刻なダメージを与える被害の緊急解消 

３．河川行政の新たな展開 

7/22 米之津川（鹿児島県）氾濫状況 7/19 長野県岡谷市湊３丁目 

家の中に大量の土砂が 

（床上浸水被害） 
電化製品がゴミに 

（床上浸水被害） 

【被災者に深刻なダメージを与える床上浸水・土石流等被害】

人家等に壊滅的被害 

（土石流等被害） 
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○ 地震による崩壊の防止に係る急傾斜地崩壊対策事業の推進 
首都直下地震等の際に発生するがけ崩れから、人命を保護するため、がけ地の地形

的特徴等から地震による崩壊の危険度を評価し、コミュニティー（集落や自治体の単

位）に大きな被害を及ぼすおそれのある箇所について、急傾斜地崩壊防止施設を重点

的に整備。 

 
○ ゼロメートル地帯等における緊急津波・高潮対策の推進（海岸堤防の

耐震対策事業の創設） 
人口・資産が集積しているゼロメートル地帯等において、津波・高潮被害による浸

水被害が生じた場合、その被害は極めて甚大であることから、緊急的に耐震対策等を

実施。 

 

＜海岸耐震対策緊急事業の創設（補助）＞新規 
ゼロメートル地帯等で地域中枢機能集積地区（注）を有する海岸において、海岸管理

者が一連の防護区域にかかる関係機関との連携等を踏まえて策定する５年程度の海

岸耐震対策緊急事業計画に基づき、堤防・護岸の耐震対策を緊急的に行う海岸耐震対

策緊急事業を創設。 
注：地域中枢機能集積地区とは、背後に救援、復旧等の危機管理を担う 

  施設（市町村役場、警察・消防署、病院等）がある地区等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○市役所

耐震性なし

（事業対象箇所）

耐震性なし

（事業対象箇所）

耐震性あり

耐震性あり

○○海岸

◆◆海岸 △△海岸

◆◆海岸と△△海岸を一体施工

一連の防護区域
一連の防護区域

ゼロメートル地帯等で
地域中枢機能集積地区
ゼロメートル地帯等で
地域中枢機能集積地区

事業計画を策定し、
５年程度で緊急対策●ソフト対策との連携

・避難体制、ハザードマップ、情報提供等
●ソフト対策との連携
・避難体制、ハザードマップ、情報提供等

●関係機関との連携
・各海岸管理者、市役所、消防署、学校等
●関係機関との連携
・各海岸管理者、市役所、消防署、学校等
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○都市水害総合対策事業の実施 
神田川（東京都杉並区など）、寝屋川（大阪市など）や御笠川（福岡市など）等、

社会・経済の中枢となる都市部の浸水被害が頻発。このため河川と下水道が一体的に、

ハード整備・ソフト対策を組み合わせながら、より効率的な浸水対策を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①総合的な都市水害対策計画の策定 

河川の洪水調節施設と下水道の雨水貯留施設のネットワーク化、統合運用等、都

市水害被害の対策計画を策定 

②貯留施設のネットワーク化による事業実施 

河川と下水道の貯留施設のネットワーク化等、共同して事業を実施 

③浸水情報等の総合的な情報提供 

レーダー雨量計等河川の情報と下水道の情報の総合化を行い、集中豪雨時に住

民、市町村に浸水情報等を一元的に伝える体制を確立 

 

○地域の防災拠点の保全（急傾斜地崩壊対策事業の拡充）新規 

市町村役場、警察署、消防署等が被災した場合、地域全体の災害対応機能が大幅に

低下するため、保全対象が人家の有無にかかわらず地域の防災拠点のみでも採択でき

るよう急傾斜地崩壊対策事業の採択基準を拡充し、優先して保全。 

 

 

 
 

 

 

 

支
川 連絡管を

設置

ノンポイントソースからの
汚濁負荷を含む洪水

洪水調節池
・洪水調節
・雨水貯留
・汚濁負荷を軽減

本川

下水道
処理施設

河川、下水道
の兼用工作物
として整備支

川 連絡管を
設置

ノンポイントソースからの
汚濁負荷を含む洪水

洪水調節池
・洪水調節
・雨水貯留
・汚濁負荷を軽減

本川

下水道
処理施設

河川、下水道
の兼用工作物
として整備
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（４）地域の防災力（自助・共助）の再生を支援するソフト体制の確立 
 

少子高齢化等に伴う共助体制の弱体化や災害経験の減少に伴う防災意識の低下等を

踏まえ、わかりやすい防災情報の確実な伝達、防災分野のイノベーションの推進等に

より地域の自助・共助の再生を支援する。 

 

○受け手の理解と行動につながる防災情報の提供 

＜わかりやすい用語・表現＞ 

水位に関する情報や河川の洪水警報等は、一般的に使用されていない特殊な用語が

あり、住民にとってわかりにくく、避難等を行う判断材料になりにくいものとなって

いることから、市町村担当者、報道機関等が正しく理解でき、住民の的確な判断や行

動につながるような“受け手の立場に立った用語”へ改善。 

 

＜情報収集・提供手段の高度化・多様化を図るイノベーションの推進＞ 

①「川の防災情報」の抜本的改善 

・浸水想定区域図も含めて河川の防災情報を

一元的に提供 

・身近な河川の情報もわかるよう提供データ

の拡大 

・動画像情報や川の水位縦断情報の提供シス

テムの開発 

②カーナビ等多様な手段で情報提供 

③防災モニターと浸水センサー情報を組み合

わせた浸水状況の収集及び収集情報の提供 

 

○各種ハザードマップの緊急整備 
平常時から防災意識の向上を図り、災害時に的確に行動できるようにするため、

災害時の状況と避難方法等の情報を住民にわかりやすく提供する洪水・津波等のハ

ザードマップを平成２１年度末までに作成・公表。 

 
洪水ハザードマップ

平成21年度末までに配備予定

津波ハザードマップ

※ 重要沿岸域：東海・東南海・南海地震、日
本海溝・千島海溝周辺海溝型地震による津
波被害が想定される沿岸域

平成21年度末までに重要沿岸域
（271市町村）で配備予定

土砂災害ハザードマップ

対象
約1,500市町村

重要沿岸域※
271市町村

公表済
148市町村
(H18.3末)

55%

45% 重点地域※2
6,000箇所

平成21年度末までに重点地域
（6,000箇所）で整備予定

※2 重点地域：近年大規模な災害を受けた

箇所や災害時要援護者施設を含む箇所等

公表済
497市町村
(H18.9末)

33%

67% 82%

公表済
1,109箇所
(H18.12末)

18%

洪水ハザードマップ

平成21年度末までに配備予定

津波ハザードマップ

※ 重要沿岸域：東海・東南海・南海地震、日
本海溝・千島海溝周辺海溝型地震による津
波被害が想定される沿岸域

平成21年度末までに重要沿岸域
（271市町村）で配備予定

土砂災害ハザードマップ

対象
約1,500市町村

重要沿岸域※
271市町村

公表済
148市町村
(H18.3末)

55%

45% 重点地域※2
6,000箇所

平成21年度末までに重点地域
（6,000箇所）で整備予定

※2 重点地域：近年大規模な災害を受けた

箇所や災害時要援護者施設を含む箇所等

公表済
497市町村
(H18.9末)

33%

67% 82%

公表済
1,109箇所
(H18.12末)

18%
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○土砂災害に対する警戒避難体制の強化 

土砂災害警戒区域等における警戒体制、避難勧告発令判断基準及び住民の安全な

避難方法等の考え方を記載した「土砂災害警戒避難ガイドライン」を作成し、土砂

災害警戒区域等の指定・周知の促進を図る。あわせて避難勧告の一つの判断基準と

なる土砂災害警戒情報の提供（気象庁と都道府県が共同で発表）を全都道府県で実

施し、土砂災害に対する警戒避難体制を強化。 
 

 

 

 

 
 

 

 

【平成１８年６月２２日以降の土砂災害より明らかになった課題】 

警戒避難体制 

強化が必要 

（国土交通省砂防部調査 平成18年10月3日現在）

平成１８年６月２２日以降の土砂災害における避難
勧告等の発令状況（人的・家屋被害箇所）

災害発生後に避難勧告
１９箇所（９％）

避難勧告無く、
自主避難
９２箇所（４５％）

災害発生前に避難勧告
７箇所（３％） 避難勧告無く、避難せず

８８箇所（４３％）

（国土交通省砂防部調査 平成18年10月3日現在）

平成１８年６月２２日以降の土砂災害における避難
勧告等の発令状況（人的・家屋被害箇所）

災害発生後に避難勧告
１９箇所（９％）

避難勧告無く、
自主避難
９２箇所（４５％）

災害発生前に避難勧告
７箇所（３％） 避難勧告無く、避難せず

８８箇所（４３％）

【土砂災害警戒情報の伝達経路】

土砂災害警戒情報

気象台からの情報の流れ （気象警報等）

住

民都道府県
（消防防災部局）

テレビ・ラジオ

市町村

地方気象台地方気象台 気象業務法に基づき伝達

土砂災害警戒情報

都道府県砂防部局

（土木部等）

都道府県砂防部局

（土木部等）

切迫性のある情報※もあわせて提供
※土砂災害発生危険性の時間的推移がわ
かる情報と簡明な説明文を記載したもの

都道府県

出先機関

都道府県

出先機関

直轄砂防事務所
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○全国の河川の安全度について調査・評価・公表 
 局所的な豪雨の影響を受けやすい中小河川において、効率的・効果的な治水対策

を進めるとともに、住民等の防災意識の向上を図り、災害時に確実な避難誘導を図

るため、現況河川の流下能力等について航空レーザ計測を用いるなどにより、早急

かつ一括して調査・評価を行い、河川の安全度を一般に公表。 

 

航空レーザ計測の概要

水平精度：±30cm
鉛直精度：±15cm

航空レーザ計測を活用した河道横断図の作成航空レーザ計測の概要

水平精度：±30cm
鉛直精度：±15cm

航空レーザ計測を活用した河道横断図の作成

評価結果の例（案） 河川平面図での治水安全度評価

治水安全度を一定区間における
最低流下能力で評価

凡 例

３０年に１度あるかないかの大雨以上で氾濫する可
能性があります

１０年～３０年に１度あるかないかの大雨で氾濫
する可能性があります

1０年に１度あるかないかの大雨未満で氾濫する
可能性があります（最も危険です）

本図はあくまでイメージで実際
のものではありません。
（評価の公表手法、閾値等に
ついて、今後さらに検討予定）

評価結果の例（案） 河川平面図での治水安全度評価

治水安全度を一定区間における
最低流下能力で評価

凡 例

３０年に１度あるかないかの大雨以上で氾濫する可
能性があります

１０年～３０年に１度あるかないかの大雨で氾濫
する可能性があります

1０年に１度あるかないかの大雨未満で氾濫する
可能性があります（最も危険です）

本図はあくまでイメージで実際
のものではありません。
（評価の公表手法、閾値等に
ついて、今後さらに検討予定）

本図はあくまでイメージで、実

際のものではありません。 

（評価の公表手法等について、

今後さらに検討予定） 



 15

（５）広域的な危機管理体制の構築 

 

○大規模水害・土砂災害等の専門家派遣体制の確立 
大規模水害・土砂災害発生時に、技術専門家の派遣等により緊急復旧等を支援する

とともに、専門調査団による調査・分析を通じて被災原因・問題点等の分析を行い、

類似災害の防止を図るための体制を整備。 

 

 

○大規模水害・土砂災害発生時の危機管理計画の策定 
 豪雨・大規模地震・火山噴火等に伴う大規模水害・土砂災害に対する体系的・技術

的に整理した危機管理計画を策定することにより、災害発生時により迅速かつ的確な

災害対応を行い、社会的被害を軽減。 

・緊急対応に必要な技術的基準を整備（地すべりの崩壊予測、大規模天然ダム対応、

堤防決壊部緊急復旧等） 

・発災に備えた事前の対応（資機材備蓄、無人化施工機器の配備状況把握、緊急復旧

資機材のデータベース化等） 

・大規模土砂災害危機管理検討委員会の提言を踏まえた体制の整備 

 

○国土交通省における災害発生時の業務継続計画の策定 
震災時などでも、災害応急対応など重要業務の機能を継続するための国土交通省

業務継続計画（ＢＣＰ）を作成。 
※ＢＣＰとは、不測の事態などの被害を受けても業務が中断せず、また、中断した場合でも

可能な限り短時間で回復するように、準備や災害発生時の対応方法等を定めたもの。 

 

○地域の水防活動再構築－水防団等の充実強化支援－ 

社会構造の変化に伴う共同体意識の低下等を背景として、水防意識の低下、水防

知識及び技能の伝承・習得の困難等による水防活動の弱体化が懸念されていること

から、水防技術の継承、水防工法の技術開発と普及に向けた支援を実施。 

・ 水防団等に対し講習・指導等を行う専門家を登録する制度の創設 

・ 水防専門家等が新技術を評価し、公表するシステムの構築    等 

また、洪水時に、より適切なタイミングで水防活動や避難勧告等を実施したり、

水防資器材を融通したりすることができるよう、上下流の水防管理団体間（市町村

等）において水防活動に関する情報を共有化。 

大規模水害・土砂災害時の 
緊急専門家派遣体制の整備 

調査結果を踏まえ類似災害の防止に
向けて検討を行い、構造設計、基準の
あり方等の提言を行う 

応急対策 

類似災害の防止

専門家から成る調査団を現地へ派遣
⇒被災実態・災害原因に関する調査

を実施 

災害調査専門委員会の設置 

災害発生時に、現地に派遣 
⇒大規模水害・土砂災害等の危機

管理に対して緊急的、技術的助言

を行う 

・より迅速かつ的確な対応が可能 
・重大災害が同時多発した場合にも
同時並行的な専門家の派遣が可能

復旧・復興 

大規模災害の発生

・先端的な技術的観点から原因究明
・以後の類似災害の発生の防止 

・専門家の確保と育成 
・常設の専門家派遣チームを設置 
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（６）流域内の徹底した連続性の確保 
 

○河川環境戦略プランの推進 
平成９年の河川法改正により「河川環境の整備と保全」が法目的化されてから１０

年を迎えることから、河川環境の現状、これまでの取り組みを踏まえ、上下流・流域

との連続性の確保やダムによる河川環境のための流量変動の確保など、河川環境施策

の新たな展開、具体的改善策を「河川環境戦略プラン」として示し、河川環境の取組

みを戦略的に推進。 

 

○森・水ツーリズムの推進 －民間事業者等と連携したダム観光の推進－ 
ダム水源地域の自立的・持続的な活性化を推進するため、地元自治体・地域住民の

参画とともに、民間事業者等と連携した観光戦略を推進。全国のダムを積極的に民間

に開放し、公共交通事業者や観光協会などの民間主体と連携して、ダム堤体、ダム湖、

水源地などを観光資源として活用。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○水辺を活かしたにぎわいのあるまちづくり 
景観に配慮した河岸整備、歴史、文化等のスポットを回遊できるフットパスの整備、

水質浄化等により、町並みとそこを流れる川とが一体となった魅力ある風景や多くの

人が集うにぎわいの場を創出。 

 

 

 

 

民間業者が湖岸・湖面占用 

民間と連携したダム湖周辺事業 

民間からのアイデア公募による連携事業 

松江堀川（島根県松江市） 小野川沿いの町並み（千葉県香取市）
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○水辺を活かした巣づくり施策等の推進 
 
①子供たちの環境教育を促進する川づくり 

河川における自然体験活動を通じて水辺の自

然や多様性を学ぶなど、子供たちの環境教育の場

としての活用を図る。また、親子等で水辺空間を

利活用することにより、家族の絆や地域コミュニ

ティの強化を支援 

 

②出会いの場として利活用される川づくり 

賑わいのある水辺空間等により、若者世代には

水辺や水面利用等、河川特有の空間の利活用を通

じて、新たな出会いの場を提供 

 

③団塊の世代の活躍が期待できる川づくり 

河川の施設整備の計画策定や河川空間の維持

管理に、子育てを終えたいわゆる団塊の世代等も

積極的に参加できるように環境整備を行い、熟年

世代の活性化等、健全で豊かな地域コミュニティ

を実現 

 

水と光が美しい新町川水際公園（徳島県徳島市） 紫川に面した商業施設（福岡県北九州市） 

最上川沿いのフットパス（山形県長井市） 堀川沿いのリバーウォークとオープンカフェ 
（愛知県名古屋市） 
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（７）その他の取り組み 
  

○沖ノ鳥島の管理・保全の充実と利活用策の検討 
沖ノ鳥島は、我が国最南端の領土であり、周辺海域における我が国の国際法上の権

利、すなわち国土面積を上回る約４０万平方キロメートルの排他的経済水域の権利の

基礎となる極めて重要な島であることから、国土保全・利活用の重要性に鑑み、国の

直轄管理により十全な措置を講じるとともに、その前提の上に可能な利活用を検討。 

 

＜管理・保全の充実＞ 

 沖ノ鳥島の維持管理については、引き続き施設の点検や補修等を実施。作業架台に

ついては、設置後十数年が経過し著しく老朽化が進んでいることから、抜本的補修を

検討。 

また、サンゴの増殖による島の保全対策とあわせ、島の保全や礁内・周辺海域の利

活用に必要となる電力等の確保方策を引き続き検討。 

 

 
 

 

作業架台 

沖ノ鳥島の全景 

北小島 

観測所基盤

東小島

作業架台の著しい老朽化への対応


